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令和元年６月21日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2019」等において地方自治体行政の
様々な分野で、業務プロセスやシステムの標準化等による業務効率化を進めることとされたことを受け、地方
公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年法律第40号）（以下「標準化法」という。）が定めら
れ、令和５年３月29日に「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律第２条第１項に規定する標準化対
象事務を定める政令（令和４年政令第１号）」の一部改正により、人口動態調査事務も標準化対象事務に追加
された。
このため、人口動態調査事務において市区町村で導入されている人口動態調査事務システムは、標準化法第

８条第１項に基づき、標準化法第５条第２項第４号に規定する標準化基準に適合した標準準拠システムへと移
行しなければならないこととなった。
以上の経緯を踏まえ、令和５年８月に標準仕様書【第1.0版】を策定し、令和７年１月、令和７年８月にそれ

ぞれ改定版となる標準仕様書【第2.0版】及び標準仕様書【第3.0版】を公表した。
令和８年度においては、政府方針や制度改正の動向、戸籍などの関連業務分野の検討状況やシステムの変更

に伴い、標準仕様書改定の要否にかかる影響について調査・研究を進めていく。あわせて、標準準拠システム
への移行後の運用開始に伴い、疑義等への対応が発生することが想定されるため、地方自治体事務等の実態調
査を更に進めつつ、新たに標準仕様書に規定すべき要件や規定要件の見直し等を行う必要がある。

背景と目的
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• 今年度は以下の項目について検討を行う。主な検討事項は、経過措置対象機能等の見直しとなる。

今年度の検討事項

No. カテゴリ 改定項目 対象ドキュメント
１ 経過措置に係る対応 経過措置対象機能等の見直し • （別紙2-1）機能・帳票要件

２ 事務局で標準仕様書の改定が
必要と判断した事項

誤記の修正 • （別紙2-1）機能・帳票要件
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経過措置に係る対応
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経過措置に係る対応

現
状

方
針

対
象
機
能

• デジタル庁から示された「一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱いに係る検討方針
について」において、経過措置の対象機能のうち、未実装機能については、令和８年度中に制度所
管省庁において、実装類型等の見直しを行い、令和９年１月末の標準仕様書の改定に反映すること
とされている。

• また、実装類型等の見直し有無に関わらず、全国意見照会を行い、その結果を踏まえた方針を検討
会に諮って、標準仕様書へ反映することが求められている。

• 経過措置の対象機能について、実装類型等の見直しを行う。
• 「地方公共団体情報システム共通機能標準仕様書」に示されている共通機能（EUC機能等）は見直
しの対象外とする。

• 機能ID︓0380001
• 機能ID︓0380002
• 機能ID︓0380036
• 機能ID︓0380041
• 機能ID︓0380045
• 機能ID︓0380046
• 機能ID︓0380048

• 機能ID︓0380049
• 機能ID︓0380268
• 機能ID︓0380272
• 機能ID︓0380280
• 機能ID︓0380294
• 機能ID︓0380297
• 機能ID︓0380298

• 機能ID︓0380299
• 機能ID︓0380301
• 機能ID︓0380308
• 機能ID︓0380309
• 機能ID︓0380310
• 機能ID︓0380311
• 機能ID︓0380312

※詳細は（別紙2-1）機能・帳票要件をご参照ください。
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App）一部機能経過措置の対象機能等の標準化基準上の取扱いに係る検討
方針について（抜粋）

基本的な方針

• 「未実装機能」については、「実装必須機能」として要件を維持する必要性があるかの検討を行い、その
必要性が認められない場合には、「標準オプション機能」へ要件を変更※する（帳票も同様）。
※実装不可機能への変更や単に機能要件を削除することは、期限内に機能を実装した事業者に不利益となることから行わない

• 「残置機能」については、「実装不可機能」（ホワイトリスト方式により実装が認められないものを含
む。）として要件を維持する必要性があるかの検討を行い、その必要性が認められない場合には「標準オ
プション機能」として要件を追加※する（帳票も同様）。
※実装必須機能を追加することは、実装していない事業者に新規開発の負担が生じることから行わない

• 「実装必須機能（帳票）」として要件を維持する場合も「標準オプション機能（帳票）」へ要件を変更す
る場合も、全地方公共団体に対する意見照会を行い、その結果を踏まえた方針を検討会に諮って、標準仕
様書へ反映する。

改定作業について

• 一部機能経過措置の対象機能等の見直しに係る改定対応については、原則、令和８年度中に検討し、令和
９年１月末の標準仕様書の改定に反映すること。また、一部又は全部を令和８年８月末の標準仕様書の改
定に前倒すことも差し支えない。
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事務局の判断により改定が必要と判断した事項



現
状

方
針

仕
様
書
案

• 標準仕様書【第3.0版】（別紙2-1）機能・帳票要件において、誤記となる箇所がある。

• 該当箇所を修正する。

上記方針にあわせて、標準仕様書の（別紙2-1）機能・帳票要件を改定する。
詳細はAppendixを参照。
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誤記の修正
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• 機能ID︓0380081の「機能要件」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380130の「小項目」を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380239、0380240の「小項目」、「機能名称」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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• 機能ID︓0380276の「機能要件」の誤記を修正する。

■変更後

■変更前

App）標準仕様書改定案（別紙2-1）機能・帳票要件
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今後のスケジュール



• 今後のスケジュールは下記のとおり。第１回検討会以降に対象ベンダーに対して状況確認を行い、方針検討
に着手する。

今後のスケジュール

作業者 ８月 9月 10月 11月 １2月 1月 2月 3月

検討会

自治体
（全国）

事務局

開発事業者
（5ベン
ダー）
自治体
（8自治体）

アンケート発出 アンケート
集計

標準仕
様書
改定案
作成

全国意見
照会

標準
仕様
書案
作成

標準仕様書公表
（1/29）

意見
反映

標準
仕様
書
作成

アンケート
回答

意見の精査・改定要
否の検討

意見
反映

確
認

確
認

経過措置に関する対応

経過措置
対応状況
の回答

アンケート
回答アンケート作成

アンケート
回答

第２回（日付未定）

確
認

確
認

改定案
修正

第１回（８/５）
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第３回（日付未定）

確
認

確
認


